
内部統制システムに関する基本方針 
 

１．内部統制システムの運営・改善に向けた取り組み体制 
 当社および子会社（以下、当社グループという）の内部統制システムの運営・改善は、「経営会議」の指揮のもと行
う。 
 
２．取締役および使用人のコンプライアンス体制 
当社は、当社グループの取締役および使用人の業務の執行が、法令および定款に適合し、業務が適正に行われるこ

とを確保するために遵守すべき共通行動規範として、「電通グループ行動憲章」および当社グループの行動基準である
「私たちの行動宣言」を位置づける。 
当社取締役は、「取締役会規則」、「経営会議規程」、「役員規則」に則り、適切に業務を執行する。また、当社グ

ループにおける法令・定款違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、遅滞なく取締役会ま
たは「経営会議」において報告するとともに、速やかに監査等委員会に報告することとする。 
当社は、当社グループの使用人のコンプライアンス体制を確保するため、対応する主管部門・委員会が社内規程を

整備するとともに、代表取締役直轄の「監査室」が内部監査を行う。また、当社グループの行動基準等を所管する「コン
プライアンス委員会」を設置する。 
当社グループは、電通グループの内部通報制度に参加するとともに、併せて当社グループの内部通報制度を維持・向

上させて、適切に運用する。当社グループの使用人から、それらに報告相談があった場合には、必要に応じて速やかに監
査等委員会に報告される。 
なお、監査等委員会から当社グループのコンプライアンス体制についての意見および改善の要求がなされた場合は、

取締役が遅滞なく対応し、改善を図ることとする。 
当社グループは、反社会的勢力および団体とは一切の関係をもたない。不当な要求がなされた場合には、警察等の

関連機関とも連携し、要求に屈することなく毅然とした態度で対応する。 
 
３．取締役の業務執行の効率化を図る体制 
当社は、取締役会を原則として月 1回開催し、また「経営会議」を原則として週 1回開催し、経営上の重要事項の

決定および業務執行状況の監督を行う。 
また、「経営会議」の委任により、取締役等を責任者とする各種委員会等を設置し、委任された権限の範囲内にお

いて、業務執行事項の審議・決定等を行う。 
取締役会、「経営会議」あるいは各種委員会等での決定事項は、職制を通じて、また必要に応じて社内電子掲示

板システム等を活用して、迅速に伝達される。 
 
４．取締役の業務執行に関する情報の保存・管理体制 
当社は、取締役の業務執行に係る情報について、法令および「取締役会規則」、「文書管理規程」、「情報管理規

程」、その他の社内規程に則り、適切に保存および管理を行う。 
 

５．リスク管理体制 
当社は、「リスク管理規程」を定め、事業活動に伴う重要リスクへの対応計画を整備することにより、リスクの発生予防



と発生した場合の影響を最小化することに努める。また、子会社のリスク管理体制の運営･改善を積極的に支援する。 
リスク管理活動の具体的な取り組みは、社長を議長とする「サステナビリティ推進会議」および各リスクの所管部署が

主体となって推進する。 
「サステナビリティ推進会議」は、当社の重要リスクの識別と評価を定期的に見直すことにより、リスク管理活動の実効

性を確保するとともに、各リスク所管部署のリスク対応計画の実施状況を統括する。また、子会社の重要リスクの報告を
受け、リスク対応計画の実施状況を統括する。 
リスク所管部署は、「サステナビリティ推進会議」の指揮のもと、当該リスクに対する対応計画を整備し、実行する。 

 
６．監査等委員会の職務を補助する組織とその独立性並びに指示の実効性について 
 当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人の組織体制として「監査等委員会事務局」を設置し、担当者を
配置する。監査等委員会は職務を補助する使用人に対する指揮命令権とともに、その人事異動、人事評価、懲戒処
分等について同意権を有することで、取締役からの「監査等委員会事務局」の独立性を確保する。 
 
７．監査等委員会への報告体制と監査の実効性の確保について 
当社グループの取締役および使用人は、当社の信用や業績等に大きな影響を与える恐れのある事象や、法令・定

款・社内規程等に違反する事実または不正な行為等を発見したとき、もしくは報告を受けたときは、法令および社内規
程に則り速やかに監査等委員会に報告する。また、監査等委員会への報告者は、当該報告をしたことを理由として、い
かなる不利な取扱いも受けない。 
監査等委員は、取締役の意思決定の過程および職務の執行状況を把握するため、取締役会に出席するほか、自

らが必要と判断する重要な会議および委員会に積極的に出席する。また、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、
監査上の重要課題等について意見交換を行うほか、当社グループ各社の監査役等とも定期的に会合を持ち、随時連
携して当社グループの監査を実施する。 
監査等委員は、必要に応じて取締役および使用人に対し報告を求め、関係資料を閲覧できる。また、監査を行う上

で必要な場合、会計監査人・弁護士等の専門家を活用することができ、その費用も含め監査等委員の職務執行上必
要な費用は会社が負担する。 
 
８．親会社・子会社を含めた企業集団の内部統制システム 
当社は、株式会社電通グループの企業集団に属する子会社として、「電通グループ行動憲章」を遵守し、電通グルー

プの企業価値向上に貢献する。 
一方、当社は、上場会社として、親会社である株式会社電通グループからの独立性を確保する。 

 当社は、子会社の管理については、「国内子会社管理規程」、「海外子会社、海外関連会社管理規程」において基
本的なルールを定め、その適切な運用を図る。また「経営会議」および社内の対応する主管部門・委員会等の活動を
通じて、各子会社における内部統制システムの運営・改善を積極的に支援し、また子会社と協力して推進する。 
また、子会社は、各社の規模、事業特性に応じ適切な頻度で取締役会や経営幹部による会議を開催し、経営上

の重要事項の決定および業務執行状況の監督を行う。取締役会等での決定事項は、各担当取締役から職制を通じ
て、また必要に応じて社内電子掲示板システム等を活用して、迅速に伝達される。 
 
９．財務報告の適正性を確保するための体制 



当社は、「経営会議」の指揮のもと、当社グループ各社の規模、事業特性に応じ財務報告の適正性を確保するため
の仕組みを維持する。財務報告に係る内部統制が適切に維持・運用されているかについて、「監査室」が独立的評価
を定期的に行う。また、当社は、外部監査人による監査を受ける。 

 
 
 


